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	A．研究目的
	B．研究方法
	令和5年度は、水の衛生管理に活用可能なデジタル技術の現状把握を目的として、貯水槽や排水設備等に関連する点検・清掃技術の調査を行った。その結果、水中で稼働可能な清掃ロボットや、水関連施設の点検に活用できるロボット、ドローン等の技術が既に実用化されていることを確認した。これらの機器にはカメラに加え、サーマルセンサーや収音装置などを搭載したものも存在し、設備状態の把握や異常検知に利用できる可能性が示された。しかし、多くの機器は点検作業者による手動操作を前提としており、建築物衛生法に基づく定期点検や清掃業...
	令和6年度は、点検・清掃業務の実態とデジタル技術導入の可能性について、事業者等へのヒアリング調査を通じて検討を行った。その結果、現場における点検や清掃作業の多くは依然として目視や手作業に依存しており、現段階でのデジタル技術の活用は限定的であることが確認された。一方で、点検結果の記録管理や報告書作成などの周辺業務については、デジタル技術を活用した業務支援ツールの導入が進んでいることが明らかとなった。また、熟練技術者の不足を背景として、AIによる画像診断、流量計などの連続測定機器、排水管内のガス組成モ...
	令和7年度は、これまでに整理した課題を踏まえ、水関連設備の診断・清掃技術の体系的な整理と、自動化システムの可能性について検討を行った。まず、建築物衛生法、既往研究および事業者ヒアリングに基づき、排水管の診断技術および清掃技術を整理した。排水管の劣化診断では、放射線透過試験（X線）、超音波肉厚測定、内視鏡調査などの非破壊検査技術が活用されており、特にイメージングプレート（IP）法を用いた放射線透過試験は高精度な残存肉厚測定が可能で、余寿命評価や保全計画の合理化に有効であることが確認された。一方で、こ...
	また、排水管清掃では高圧洗浄法やワイヤ式清掃法などの機械的洗浄法に加え、閉塞検知と洗浄を組み合わせた技術も提案されていることを整理した。しかし、診断、清掃および維持管理情報を統合的に管理するシステムは実用化されておらず、個別技術が存在する一方で、それらを連携させた包括的なデジタル管理手法は未成熟であることが明らかとなった。
	そこで本研究では、水の衛生管理分野における自動化技術の一例として、レーダー式レベルセンサーを用いた排水管閉塞自動検知・洗浄システムを提案し、その基礎的検証を行った。実験では、排水横管内に擬似閉塞を発生させ、排水ます内の水位変動を測定した。その結果、閉塞の進行に伴う水位上昇を連続的に検知できることが確認され、閉塞除去後には水位が速やかに低下した。これにより、レーダー式レベルセンサーを用いて排水管内の閉塞状態を把握し、自動的に洗浄装置を作動させるシステムの実現可能性が示された。
	以上より、本研究では、水の衛生管理分野におけるデジタル技術の現状と課題を整理するとともに、点検・診断・清掃技術の発展状況を体系的に把握した。その結果、ロボット技術や非破壊検査技術などの個別技術は実用段階に達しているものの、多くは人手による操作を前提としており、現場作業の完全な代替には至っていないことが明らかとなった。一方で、センシング技術やAIを活用した状態監視、自動検知・自動洗浄システムなどの導入により、予防保全型の維持管理や業務効率化を実現できる可能性が示され、今後はこれらの技術を統合した総合...
	D．考察
	E．結論
	建築物衛生管理分野におけるデジタル技術は、空気環境、清掃、ねずみ・衛生害虫防除、水・排水設備管理の各分野において、衛生状態の可視化、業務効率化、技能継承、予防保全の推進に大きな可能性を有することが確認された。一方で、測定精度の確保、標準化、人とデジタル技術の役割分担、制度との整合性などの課題も明らかとなった。したがって、現段階では、デジタル技術を活用した建築物環境衛生管理基準の策定は時期尚早であると判断する。
	しかし、さらなるデジタル技術の進展に伴い将来的にはこれらを建築物環境衛生管理に活用することは時代の流れとして否定できない。今後は、個別技術の導入段階から、各種データを統合したデータ駆動型の建築物衛生管理システムへ発展させるとともに、それを支える評価基準や法制度の整備を進めることが必要となるであろう。個別技術の高度化に加え、各技術を統合した建築物衛生管理プラットフォームの構築と、それを支える制度・運用基準の整備を進めることが、建築物衛生管理のデジタルトランスフォーメーション実現に向けた重要な方向性で...
	Ｆ．健康危険情報
	G．研究発表
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	建築物衛生法に基づくねずみ・衛生害虫等の調査業務において、デジタル技術は生息状況の把握やモニタリングの効率化には有効であるものの、調査から防除、効果判定までの一連の業務を代替する段階には至っておらず、特に熟練作業員の知識・経験に依存する目視点検や防除計画の立案は依然として人の判断が不可欠であることが明らかとなった。
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	一方で、ウェアラブルアイトラッカーによる分析では、熟練作業員の視線、点検ルート、判断根拠などの暗黙知を可視化できることが示された。目視点検そのものを完全にデジタル化することは困難であるが、デジタル技術を活用して熟練技能を記録・継承し、人材育成や作業標準化に活用することは十分可能である。したがって、今後の建築環境衛生分野におけるデジタル化は、人を置き換える自動化を目指すだけでなく、人の判断や技能を支援・継承する「人間中心型のデジタル化」として進めることが重要である。
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